
展示「選挙の歴史」 

平成 22 年 7月 14 日～8月 11 日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「県会議員選挙につき布達」   

明治 11年（1878年） 

明治 11 年 7 月に公布された「府県会規則」に

より、滋賀県でも翌12年に初めての県会が開か

れることとなった。 

「県会議員選挙投票心得」（右）（下） 

明治 11年（1878年） 

明治 12年に初めて開かれる県会の議員には、

当時滋賀県に編入されていた大飯郡など現福

井県の4郡からも含めて、計64人が選ばれる

ことになっている。 

 

この選挙では投票用紙は県庁から戸長経由で

選挙人に事前に下付され、代人による持参投票

も認められている。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（上）「県会議員選挙投票心得」に 

載る投票用紙 

選挙人は、郡ごとに定められた議員定

員すべてを列記し、自身の住所・氏名・

族籍（平民・士族）を記して捺印する。

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「選挙・被選人名簿調製手続」            明治 11年（1878年） 

翌 12 年 1 月の初の県会議員選挙に備えて、選挙人・被選人の有資格者調査を区長・戸

長に命じる県令布達に添付されたもの。選挙人資格は満20歳以上、各郡内に本籍を定め、

地租5円以上を納める男子。被選人資格は満25歳以上で県内に本籍を定め満3年以上

居住し、地租10円以上を納める男子。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

「犬上郡内町村会議員選挙実況報告」         明治 22年（1889年） 

明治 22 年、大日本帝国憲法下の地方自治に関する基本法である町村制が滋賀県でも施行さ

れ、ほどなく各町村で町村会議員選挙が実施された。各郡長はそれぞれ郡内の選挙の様子を

県に報告している。 

下は彦根町の選挙の様子。「主義ヲ異ニスルモノハ互ニ自党中ノモノヲ候補者トナシ名刺ヲ通

シ又ハ合議ヲナシ、選挙前ニ於テハ殆ト奔走ノ状ヲ見ル」ほどであったが、選挙結果はあま

り偏りのないものであったため、「不快ノ感想ヲ懐クモノヲ見ス」としている。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

「衆議院議員選挙事務取扱規則」             明治 23年（1890年） 

明治 23年 7月 1日、大日本帝国憲法下での初の衆議院議員選挙が実施された。滋賀県では

同年2月に選挙事務取扱規則を定めている。 

投票所には、記入用としてじゅうぶんな数の筆硯墨を備えておくこと、出入口に警察官を置

いて取り締まる、などの項目が見える。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

衆議院議員選挙投票用紙（上）

ならびに投票箱（左） 

明治 23年（1890年）

明治23年7月1日実施の第１

回衆議院議員選挙について、滋

賀県が定めた「選挙事務取扱規

則」に載るもの。投票用紙左半

分の「選挙人」の欄には住所・

氏名の記入と捺印が必要であっ

た（記名投票）。さらに同規則の

「選挙明細書式」によると、開

票のさいには用紙一枚一枚を点

検し選挙人氏名と被選人氏名を

朗読することになっていた。 

 



  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「衆議院議員選挙人資格届出につき県議事課伺」   明治 23年（1890年） 

当時の選挙権は、直接国税 15円以上を納め、本籍・居住要件を満たす満 25歳以上

の男子にのみ与えられたため、滋賀県での有権者は県人口の2.3パーセント（15,456

人）にすぎなかった。しかしそれでも有権者の特定には煩雑な調査が必要だったらし

く、議事課の伺の通り、県は有権者が自らその資格のあることを町村長に届け出させ

ることにしている。 



   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「改正衆議院議員選挙法実施につき内務省

訓令」     明治 35年（1902年）

明治33年（1900年）に衆議院議員選挙法

が改正され、それまでの記名投票が無記名投

票（秘密投票）に変更された。この無記名投

票や大選挙区制などの採用は、「自由公正ノ選

挙ニ依リ、以テ適器ノ士ヲ挙ケンコトヲ期ス

ル」ためであるという。この裏には賄賂授受

や暴行脅迫、市町村吏員による選挙干渉・選

挙運動などの弊害があり、法改正を機にこれ

らを洗浄しなければ、将来さらなる障害が続

出するであろう、と述べる。 

 

「衆議院議員選挙投票用紙に押捺す

べき印章につき大阪府照会」 

（左）（下） 

大正 15年（1926年）

大正 14 年（1925 年）の改正衆議

院議員選挙法（普通選挙法）により、

選挙権の納税資格要件が撤廃され、

男子普通選挙が実現することとなっ

た。その結果選挙人の激増が予想さ

れ、その点に関しても各府県から内

務省に様々な照会がなされている。

大阪府は、これまでの 5倍以上の投

票用紙に押印せねばならないと推測

し、府庁印数個を調製してもよいか

を照会している。 



 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「朝鮮文字を以て記載したる投票の効力の

件通牒」（上）（左）      

昭和 5年（1930年） 

昭和5年2月20日の衆議院議員選挙を目前

にして、できるだけその使用を避けさせるよ

うに、としながらも、「朝鮮文字」（ハングル、

諺文
おんもん

）による投票が有効と認められた。（上）

右ページは県から各市町村・開票管理者への

通達、（上）左ページは内務省から各府県への

通牒。この後には「朝鮮文字」の一覧も添付

される（左）。昭和 5 年当時、内地居住の朝

鮮人男子には日本人男子と同様、普通選挙法

による選挙権が与えられていた。 

 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

「県会議員選挙粛正運動に関する成績報

告」（上）（右）昭和10年（1935年）

知事から内務省に提出したもの。昭和 10

年の地方選挙、翌 11 年の衆議院議員選挙

に際しては、官民協力の全国運動として「選

挙粛正運動」が展開された。道府県に選挙

粛正委員会が設置され（会長は知事）、買収

や棄権の防止を訴える宣伝活動、講演会な

どが行われた。この報告では運動の成果が

強調される一方、あまりに厳しい選挙違反

取り締まりを行ったため、選挙人に恐怖心

を抱かせることになった、と述べる。 

「選挙粛正絵ばなし」（絵省略） 

昭和 10年（1935年） 

民間の選挙粛正運動協力機関である選

挙粛正中央連盟が発行したもの。 



   
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

「県会議員最適候補者推薦措置要項」           昭和 17年（1942年） 

県から大津市への通牒。「大東亜戦争完遂翼賛選挙」を推進するため、町内会の代表者から

成る「候補者銓衡会
せんこうかい

」の組織などが定められている。候補者銓衡（選考）の標準は「正シ

ク時局ヲ認識シ、大東亜戦争完遂ニ対スル不動ノ信念ヲ持スル人」「清新有為ニシテ真摯純

正ナル自治精神ニ富ム人」などとされる。昭和 17 年には衆議院議員選挙においても翼賛

選挙が実施された。 

 

（
中
略
）


